様式第１号（交付要綱第６条関係）

年　　月　　日


福岡県水素グリーン成長戦略会議会長  殿



（申請代表者）
住　　　　　所：
名称・代表者氏名：　　　　　　　　　



福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金
交付申請書


　福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱第６条の規定に基づき、下記のとおり申請書を提出します。


記


１　福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査の実施地域


２　事業実施額

　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円
　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　 円
　　　補助金の額　　　　　　　　　　　 円（補助対象経費の１/２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　事業の内容
別紙１「福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金実施計画書」、別紙２「補助金計算書」のとおり


別紙１（様式第１号関係）

福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金
実施計画書

令和　　年　　月　　日

　福岡県水素グリーン成長戦略会議会長　殿

福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第６条の規定に基づき、地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査における計画について、以下のとおり提出いたします。
また、交付要綱第４条に規定する補助対象者の要件をすべて満たしていることを誓約します。
併せて、暴力団排除のために、必要な官公庁の部署への照会が行われることに同意します。

　　調査の要約(全角１２０文字以内)
	



　　補助事業の予定期日
　　　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

　代表者
	
  住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

組織名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　組織の代表者　                               　　　　　　　　　 印
  
【連絡先】
住　所：〒   -  
  
  連絡担当者名：
　所属：
　役職：
  Tel :　　-　　　-　      Fax : 　　-　　　-　
  E-mail : 



【別紙１－１】
地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査　実施計画について

	1 プロジェクト概要
	プロジェクト形成に向けた実施体制、スケジュール　など

	

	2 有効性
	水素供給量、想定するインフラ整備、安定供給の考え方　など

	

	3 CO2削減量見込み
	水素の炭素集約度、想定するCO2削減量　など

	

	4 中長期的見通し
	将来の水素需要量拡大　など

	

	⑥他の助成等への申請状況

	助成制度（申請先）
	申請額
	交付状況

	
	
	

	
	
	


注意：計画書を補完するために目的・目標や参加組織の役割分担などを表した図表等を添付していただくことが可能です。

【別紙１－２】
実施体制について
①参加組織一覧
	組　織　名※１
	住所・電話・ＦＡＸ
	役職名・氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※１　「組織名」は、代表する組織を一番上に書き、組織ごとに欄を分けて記入して下さい。




②企業概要
	企　業　名
	

	代　表　者
	フリガナ
	
	性別
	男性 ・ 女性

	
	氏名
	
	
	

	
	役職
	
	生年
月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	本社所在地
	
 TEL                      FAX

	連絡担当者
	(所属)                  (氏名)
 TEL                      FAX

	資　本　金
	（万円）
	設立年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	従  業  員
	（全社）           人 (福岡県内)            人

	水素に関する
事業実績
	


※「①参加組織一覧」に記載するすべての企業を記載すること




様式第２号（交付要綱第７条関係）

令和　　年　　月　　日　



（申請者）殿



福岡県水素グリーン成長戦略会議
会　長　　佐藤　直樹　　　　㊞



福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金
交付決定通知書

令和　　年　　月　　日付で交付申請のあった事業の補助金については、下記のとおり交付することに決定したので、福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱第７条の規定により通知します。

記

１　補助金の交付対象となる事業及びその内容は、令和　　年　　月　　日をもって申請のあった福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付申請書の記載のとおりとする。

２　補助金の額は次のとおりとする。

補助金の額　　金　　　　　　　円

３　補助を受ける者は、福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱で定めるところに従わなければならない。




様式第３号（交付要綱第７条関係）

令和　　年　　月　　日　



（申請者）殿



福岡県水素グリーン成長戦略会議
会　長　　佐藤　直樹　　　　



福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金　
不交付決定通知書

令和　　年　　月　　日付で交付申請のあった事業の補助金については、下記の理由により不交付となりましたので、福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱第７条の規定により通知します。

記

１　不交付の理由




様式第４号（交付要綱第８条関係）

令和　　年　　月　　日


福岡県水素グリーン成長戦略会議会長  殿



（申請代表者）
住　　　　　所：
名称・代表者氏名：　　　　　　　　　



福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金
事業変更（中止）申請書


　令和　　年　　月　　日付で交付決定通知のあった補助事業を下記の理由により変更（中止）したいので、福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱第８条の規定に基づき下記のとおり申請します。


記


１　概要（理由含む）


様式第５号（交付要綱第９条関係）

令和　　年　　月　　日

福岡県水素グリーン成長戦略会議会長　殿



（申請代表者）
住　　　　　所：
名称・代表者氏名：　　　　　　　　　



福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金
実績報告書


令和　　年　　月　　日付で交付決定通知のあった補助事業について、下記のとおり事業を完了したので、福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記


１　事業実施結果
別紙「福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金事業実績報告
書」のとおり


２　経費執行状況

　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円
　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　 円
　　　補助金の額　　　　　　　　　　　 円

※任意の様式により、上記金額の根拠となる当該積算の内訳一覧の提出及び外注の場合は領収書の写しなどの提出が必要。なお、会長の求めにより追加提出が必要な場合は迅速に対応をしなければならない。


別紙（様式第５号関係）

福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金
事業実績報告書


１．事業可能性調査実施期間　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日


２．調査報告内容
　　別紙のとおり。

＊承認した地域における水素プロジェクトに関する情報（事業規模、整備イメージ、スケジュール、実施体制、経済性、効率性等）について任意の様式にて報告。


３．今後の事業展開の見通しなど

＊補助事業を踏まえた、水素サプライチェーンを展開するための時間軸や実施体制等について報告。







様式第６号（交付要綱第１０条関係）

令和　　年　　月　　日　



（補助事業者）殿



福岡県水素グリーン成長戦略会議
会　長　　佐藤　直樹　　　　



福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金
額の確定通知書

令和　　年　　月　　日付で交付決定通知した補助事業について、令和　　年　　月　　日に提出のあった福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金事業実績報告書を審査した結果、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認められるので、福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱第10条の規定に基づき、交付すべき補助金の額を下記のとおり確定したので通知します。

記

１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金確定額　　　　　　　　　　　　　　　円




[bookmark: _GoBack]様式第７号（交付要綱第１１条関係）

令和　　年　　月　　日　



（補助事業者）殿



福岡県水素グリーン成長戦略会議
会　長　　佐藤　直樹　　　　



福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金
精算払請求書

令和　　年　　月　　日付で額の確定をした補助事業について、福岡県地産地消型水素製造プロジェクト事業可能性調査支援補助金交付要綱第11条の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１　補助金確定額　　　　　　　　　　　　　円

２　請求額　　　　　　　　　　　　　　　　円

３．請求情報
	フリガナ
	
	名義人との関係

	口座名義人
	
	本人　・　他（　　　　　）

	金融機関名
	銀行　農協　郵貯銀行

信用金庫　　信用組合
	　　　　　　　本 ・ 支店

	口座種類
	普通　・　当座
	口座番号
	









